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第３号様式 

 

標 準 共 同 研 究 契 約 書 

 

 西九州大学（以下「甲」という。）と   （以下「乙」という。）は、次の

各条によって共同研究契約を締結するものとする。 

 （共同研究の題目等） 

第１条 甲及び乙は、次の各号によって共同研究を実施するものとする。 

 （１）研究題目 

 （２）研究目的及び内容 

 （３）研究実施場所 

 （４）研究期間  令和  年  月  日から令和  年  月  日ま

でとする。 

 （共同研究に従事する者） 

第２条 甲及び乙は、それぞれ別紙１に掲げる者を本共同研究に参加させるも

のとする。 

２ 甲は、乙が本共同研究に参加させる者を民間等共同研究員として受け入れ

るものとする。 

３ 乙は、乙が本共同研究に参加させる別紙１に掲げる民間等共同研究員に係

る研究料     円を負担するものとする。 

 （共同研究に要する経費） 

第３条 本共同研究に要する経費は別紙２に掲げる経費（以下「研究経費」と

いう。）とする。 

 （研究料及び研究経費の納付） 

第４条 乙は、第２条第３項に規定する研究料及び第３条に規定する別紙２中

乙に係る研究経費を研究開始日として第１条第４号に規定する令和  年  

月  日までに学校法人永原学園理事長の発する納入告知書により、それぞ

れ、納付しなければならない。 

２ 乙が所定の納付期限までに前項の研究料及び研究経費を納付しないときは、

納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納額に年５パーセント

の割合で計算した延滞金を納付しなければならない。 

 （研究経費により取得した設備等の帰属） 

第５条 研究経費により取得した設備等は、甲に帰属するものとする。 

 （施設・設備の提供等） 

第６条 甲は、別紙３に掲げる施設・設備を本共同研究の用に供するものとす
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る。 

２ 甲は、本共同研究の用に供するため、乙から別紙３に掲げる乙の所有に係

る設備を受け入れ、共同で使用するものとする。 

３ 甲は、乙の所有する特定の設備を使用することが必要であり、当該設備を

甲に搬入することが困難な場合には、当該設備が所在する施設において研究

を行うことができるものとする。 

 （研究の中止又は期間の延長） 

第７条 天災その他研究遂行上やむを得ない事由があるときは、甲乙協議の上、

本共同研究を中止し、又は研究期間を延長することができる。 

 （研究の中止等に伴う研究経費等の取扱い） 

第８条 前条の規定により、本共同研究を中止した場合において、第４条第１

項の規定により納付された研究経費の額に不用が生じた場合、甲は不用とな

った額の範囲内でその全部又は一部を乙に返還することができる。 

２ 甲は、本共同研究を完了し、又は中止したときは、第６条第２項の規定に

より乙から受け入れた設備を研究の完了又は中止の時点の状態で乙に返還す

るものとする。 

 （研究成果の公表） 

第９条 共同研究による研究の成果の公表の時期及び方法について特に必要が

あると認めるときは、甲乙協議の上、定めるものとする。 

 （協議） 

第１０条 この契約に定めのない事項について、これを定める必要があるとき

は、甲乙協議の上、定めるものとする。 

 この契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、甲、乙それぞれ１通

を保管するものとする。 

 

 

令和  年  月  日 

 

（甲）住 所                 

 

職・氏名              印 

 

（乙）住 所                 

 

職・氏名              印 

 

 



3 

別紙１（第２条関係） 

甲                   乙 

氏  名 学科・職名  氏  名 学科・職名 

     

 研究代表者には氏名の前に※印を付すこと。 

 

別紙２（第３条関係） 

 

区 分 直 接 経 費 経 常 経 費 等 合   計 

甲 円 円 円 

乙 円 円 円 

合 計 円 円 円 

 

別紙３（第６条関係） 

区 分 施 設 の 名 称 
設     備 

名  称 型式・仕様 数  量 

甲 

    

乙 

    

 

 

 

 

 

 

 

 


